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l はじめに'
近年.多重債務とこれをめぐる紛争処理に関する環境は激変している｡まず
挙げられるのが.貸金業法等の改正(平成18年12月20日法律第115号)であり,
その大きな柱が,いわゆるグレーゾ丁ン金利の解消が決まったことやある｡~こ
れ以外にも,司法改革の流れによる紛争処理手段の多様化,後述の法テラスに
代表される相談窓口の開設の影響がある｡～
従来から激しく議論されてきた多重債務問題であるが.■ここに来て具体的に
前進し始めた感がある｡,消費者団体その他の市民団体や.業界を初めとした経
済界,学界における動きだけではなく∴政府においても多重債務者対策本部を
設置するなど,この問題に対する政策が推進されつつある｡
本稿では,実務が大きく変化を遂げようとtているこの時期に,現状を確認
し,若干の考察を試みておきたい｡以下,多重債務者対策に関する議論の現況
を概観し〔2〕,それを踏まえたうえで,相談機関の現況について考察すること
にする 〔3〕｡相談機関は,後述の ｢多重債務者問題改善プログラム｣でも言及
された財団法人日本クレジットカウンセリング協会を中心に検討することと
し,その概要と近年の相談状況,相談体制の拡充に関する議論と動向,法テラ
スとの関係,今後の実務運用の方向などについて検討する｡最後に,若干のコ
メントを付して,むすびにかえることとする 〔4〕｡
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2-多重債務者対策本部における議論
貸金業法等の改正をめぐる議論は記憶に新しいところである｡議論の結果,
従来から批判の大きかった利息制限法第1条による貸出金利の上限と出資法第
5条による処罰の対象となる金利の差によって生じる,いわゆるグレーゾーン
金利が撤廃され.従来の利息制限法の定める金利に統一する形で,新たな貸出
金利の上限を定めることとなった｡
これによって,期待できることは,返済能力を超えた高金利による多重債務
の深刻化を防止すること,貸金側の審査の強化により返済能力を超えた債務者
への貸付が制限されること,などである｡これらは,与信を断られた債務者が
ヤミ金へ流れる等を理由とした反対〔後述(2)参照〕により,実現できていなかっ
たことである｡しかしながら.貸金業法等改正の成立により,この施行を待た
ずに,貸出金利を引き下げる傾向が出てきており,その効果が期待される｡
また,政府においても多重債務者対策本部を立ち上げ (平成 18年 12月22
日間議決走),有識者会議を開催しているほか,相談会なども実施している｡
有識者会議における議論を踏まえ,平成 19年 4月には対策本部が ｢多重債務
者問題改善プログラム｣(以下 ｢改善プログラム｣)を策定している1｡
(1)相談窓口の整備 ･強化に関して
多重債務問題の解決について,上述の ｢改善プログラム｣では,大きく分け
て4つのカテゴリーで対策を示している｡すなわち,- 1.丁寧に事情を聞い
てアドバイスを行う相談窓口の整備 ･強化,2 借りられなくなった人に対す
る顔の見えるセ-フティネット貸付の提供,3 多重債務者発生予防のための
金融経済教育の強化,4 ヤミ金の撲滅に向けた取締りの強化- である2｡
｢改善プログラム｣1における大きな柱が,地方自治体の役割の強調である｡
特に,住民との接触機会が多い官公署である市町村に対して,対応の強化が求
められている｡現状では,多重債務者は解決の方法や相談窓口の在り処さえ分
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からず悩んでいることが想定され,早めに相談すれば解決可能な事案でも.放
置していたために経済状態が悪化し,生活に行き詰まっていることが憂慮され
る｡
このため ｢改善プログラム｣では,多重債務を直接扱う部署だけでなく,他
の部署でも,多重債務者を発見した場合には,相談窓口に直接連絡して誘導す
ることを要請している 3｡ただ,市町村の規模がまちまちで,体制にも差があ
ることから,その規模に応 じて対応を要請している4｡都道府県に対 しては,
消費生活センター等の自らの相談窓口における相談体制･内容の充実をはじめ,
市町村の業務の補完 ･市町村に対する助言などを求めている5｡さらに,市町
村が専門機関と円滑に連携できるように,弁護士 ･司法書士,関係団体のネッ
トワークの構築等を支援･指導することを要請しており,各都道府県において,
都道府県庁の関係部署,都道府県警察,域内の弁護士会 ･司法書士会,多重債
務者支援団体,その他関係団体で,｢多重債務者対策本部 (又は同協議会)｣を
設立し,都道府県内の多重債務者対策推進のための必要な協議を行うこと等を
要請している 6｡
実際.すでに実績を上げている事例もあり,盛岡市の取り組み 7や奄美市の
例Sなどが関心を集めている｡
(2)多重債務予防に関する施策
本稿では,概要のみにとどめるが.多重債務者の救済だけでなく,これを予
防することも施策の重要な柱である｡｢改善プログラム｣においても,2以下
i
で言及されている｡
その例として,セーフティネット貸付がある｡グレーゾーン金利の弼廃によ
り,高金利が抑制される結果,貸金業者も利息制限法の枠内での貸付が求めら
れることになり,一部の業者では,法改正施行を先取りして,新規の貸付金利
を利息制限法の枠内にとどめる例も出現している9｡このことは､,多重債務者
に対する過剰な貸付を防止して,多重債務の悪化を防ぐという意味では効果が
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期待される｡
他方,業者からみれば,上限金利の引き下げは貸出リスクの増大を意味する
ものである.リスクを,回避するために,従来は貸出の対象であった信用力の低
い借り手に対して,新たな融資を断ったり,｢貸し剥がし｣が起こったりする
ことが想定され,実際にそのような傾向が硯れ始めている10｡
本来,高リスクな利用者に対して高金利で貸し付けることは,一時しのぎに
過ぎず,遅かれ早かれ経済的に破綻することが多いはずであり,なんら根本的
な解決になっていなかったと思われる｡だが,法改正後,これらの債務者が貸
付を断られたことをきっかけに,何らかの債務整理や法的整理に臨めばともか
く,そのような措置を取らずに,ヤミ金の利用に流れて,これらからの貸付を
受けるケースが増えることも懸念される｡
このような懸念を未然に防ぐため,｢改善プログラム｣4で言及されている
ようにヤミ金に対する取締りの強化が必要であるが,このほかにも,2で取 り
上げているように,当座の資金需要を満たすための措置が必要である｡
従来,多重債務に対する政策は,相談業務が中心であったが,以上のような
債務者の資金需要に対応して,低利での貸付の実現が必要なことは ｢改善プロ
グラム｣でも指摘されている 1L｡
この点では,民間の取り組みにも注目が集まっている｡行政での活動として
盛岡市の例を挙げたが,同地に拠点を持つ｢信用生協｣が20年近くにわたって.
多重債務の解消を目的とした ｢スイッチローン｣を提供しており12,｢改善プ
ログラム｣でも.これを参考にしたシステムの構築が提唱されるまでになって
i
いる 13｡行政だけでなく,金融機関,弁護士会と連携しているのを初め,.司法
書士やNPO法人などとも協力体制を築いてこの問題に対処していることが注
目されている｡
｢改善プログラム｣での要請は.一部での実績はあるものの,現状では多重
債務問題に関する機関ごとの連携が必ずしも十分に機能していないことの反映
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といえる｡すなわち,多重債務者の掘 り起しが可能な最前線にいる人々から,
適切な相談窓口への紹介 ･誘導が十分に行われていないということになる｡そ
の意味で,行政において,対内的 ･対外的に多重債務に関する業務の連携を深
め,さらには.弁護士会や司法書士会,その他の支援団体まで含めて対策を立
てようとする試みは評価できよう｡
次章では,｢改善プログラム｣でも対応の強化が言及されている相談機関に
ついて述べたい｡特に,クレジッ.トカウンセリングについて検討することで,
相談機関が抱える問題についでの視座を得ることとしたい｡
3 相談機関の現況と方向性
多重債務問題の解決の大きな柱として,潜在的な多重債務者の掘 り起こし,
あるいは,相談機関 ･窓口の整備がある｡従来,弁護士会や行政の窓口,市民
団体,また業界の側でもそれぞれの取り組みがなされてきたが,十分な連携や
窓口へのアクセスが確保されてきたとは言い難い｡この間題にも総合的に対処
すべく,ようやく真剣な取り組みがなされるようになってきた｡
ここでは,｢改善プログラム｣でも言及されている財団法人日本クレジット
カウンセリング協会を中心に現状と課題を確認しておくこととしたい 140
(1)財団法人日本クレジットカウンセリング協会と開設の経緯 15
財団法人日本クレジットカウンセリング協会 (以下,｢協会｣)は,クレジシ
トの利用により多重債務に陥った消費者を救済するために,クレジット業界が
中心となって昭和_62年に設立されたものである｡
当初は,グレジット業者からの債務を負わない債務者については,業務の対
象外であった｡しかし 日本経済が長期の不況に陥る中,多重債務者がさらに
増加するに及んで,クレジットのほか,貸金,および銀行に関わる債務につい
ても,本格的に取扱うことが必要となった｡そこで,＼平成 14年に関係業界の
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参画を得て組織改変を行い,取扱対象をクレジットのほか,貸金業者や銀行に
対する債務にも拡大し.現在に至っている｡財源は.各業界からの拠出によるが.
運営やカウンセリングの中立を保つ観点から,企業から直接拠出を受けるので
はなく,賛助会員となっている業界団体が拠出する形式を採用している 16｡
協会では,事業の大きな柱として,多重債務者に対するカウンセリングを行っ
ている｡内容は,債務整理のほか,家計についての相談などであるが,その手
法は-一章)利息については,利息制限法の上限を越えるものは.法の限度内に
引きなおす｡②原則として,分割払いで3年以内に返済できるように計画を立
案する｡③基本的に,元本の減免は行わない｡④家計簿をつけるなどの日常生
活についても相談に応じる｡⑤自己破産や個人再生手続の利用が望ましいと思
われる事案については,協会では扱わず.弁護士会の相談センターなどを紹介
する- などを特徴としている｡相談者は無料で利用できる 17｡
カウンセリングは,弁護士のカウンセラーと消費生活アドバイザーの資格
を持つカウンセラーとの二人一組で担当している｡カウンセラーとなる弁護
士については,人選の中立性の観点から-協会が特定の弁護士個人には直接
依頼せず.弁護士会 (東京の場合は東京≡会)からの推薦に基づいて任ぜら
れている 18｡
相談件数の推移であるが,東京 ･名古屋 ･福岡にある3箇所の相談センター
の合計では増加傾向にある｡ただし.これは支部開設による相談需要の掘 り起
こしの影響による部分も考えられ,従来から相談業務を実施している東京セン
ターに限っていえば.平成 14年度以降17年度まで電話による問い合わせ相談
件数 ･新規カウンセリング件数ともに減少傾向にあった19｡
多重債務の原因であるが,東京センターを例に取ると.男性の場合,遊興 ･
飲食 ･交際,ギャンブル,収入減少 ･失業,生活費の順となっており.女性の
場合.収入減少 ･失業,生活費,賛沢品 ･収入以上の買い物などがこれに次い
でいる20｡
留意しなければならないのは,これらの統計が.社会の多重債務の状況と必
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ずLも連動しているわけではないということである21｡相談窓口が限られてい
ることもあるが,負債額が大きく任意整理により解決が困難な事案は,自己破
産や個人再生などの法的手続を申立てるのが望ましく.そのための適当な窓口
が紹介されることになっているからである｡協会で扱うものは,多重債務に陥っ
ているが,任意整理や債務者自身の消費生活の改善により返済が可能な事例に
限られている｡
(2)｢改善プログラム｣における増設要請
以上が協会の概要であるが,｢改善プログラム｣では,多重債務者に対する
相談体制拡充策のひとつとして,協会の拠点を増設し,全国の各ブロック
11箇所に設置するよう要請している22｡この経緯について簡単に触れておく｡
多重債務者対策本部有識者会議において,府県を越えての相談体制の整備を
考える流れで,その第3回会議において,協会について言及されている｡協会
の窓口が全国3箇所にしか設置されていない現状を踏まえ,カウンセリングを
行う機関を ｢公的な関与がある機関として都道府県ごとに設ける｣ 23ことの必
要性を訴える主張が出され,それを受けて既存の機関を活用することの意義を
強調する発言も出された240
その後の議論では,拠点増設に関して,協会が業界の資金拠出により設立さ
れた団体であることを捉え,単なる債権回収機関に陥ることを危倶し.強く反
対する意見が示された 25｡逆に,多重債務問題の責任の一端は業界にあるのだ
から,むしろ業界の責任として,自ら資金を拠出してこのような団体を設け,
これを増設する意義があるという趣旨の意見も複数あった26｡
最終的には,増設を求める意見が採用されたことになるが,その趣旨は.覗
在活動している枠組みを最大限活用することと,業界側の責任として多重債務
問題にあたることを求めたものといえる27｡
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(3)相談窓口の拡充について
｢改善プログラム｣で要請された窓口の拡充について,設立以来の経過は以
下のようなものである｡協会は,設立当初,常時相談を受け付けるのは東京の
本部でのみであり,それ以外の地域へは地方カウンセリングとして年に数回の
出張相談会を実施するのみであった｡しかし,これではカウンセリングの対象
が実質的に関東地方在住の多重債務者に限られることから,窓口の拡充が必要
となっていた｡
以前より支部開設の検討および関係団体との交渉が行われてきたが,近年に
なって徐々に開設が進んでいる｡平成15年度には福岡支部が,翌平成 16年度
には.名古屋支部が開設されて,現在は全国3箇所で常時カウンセリング業務
にあたっている｡ただ,従来から懸案となっている関西地区については,現在
も支部開設には至っていない｡
｢改善プログラム｣における要請とも関連するが,今後は全国のより広い地
域をカバーする観点から,ブロック単位で支部が開設されていない箇所につい
ての対応が優先されることになろう｡すなわち,札幌,仙台などが有力と思わ
れる｡ただし,窓口の分布と多くの相談需要の発生する分布は必ずしも一致し
ているわけではないので,相談者数ベースでの需要を満たすことを優先するな
らば.ブロックの枠にこだわらずに窓口の開設を推進すべきところであろう0
支部開設にあたっては,業務にあたる人員の確保が重要である｡例えば相談
にあたる弁護士は,弁護士会 (東京の場合は,東京三会)の推薦に基づいてお
り,協会独自に弁護士個人に依頼することはない｡これは.協会におけるカウ
ンセリングの中立性を担保するためであるが,逆に言えば,新規に開設する場
合でも現地の弁護士会の理解と協力が欠かせないということになる｡
上述のように,｢改善プログラム｣は,協会に対 しては,相談窓口を全国の
ブロック11箇所に拡充するように要請している｡しかし,これについての財
政的裏づけについては言及されていない｡前節で示したように,有識者会議の
議論は,クレジット･貸金 ･銀行業界の業務に関わる責任として資金を拠出す
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ることを示唆しているので.窓口増設のために必要な賛助会費の増額などを暗
に求めていると考えるべきである｡ただし.現在ある3箇所の窓口を3倍以上
に増設するには人的 ･組織的に現状をはるかに超える資源が必要である｡ひと
まず,協会の窓口の設置を地道に進めつつ,これを補うかたちで自治体その他
の団体との連携を推進していくことになろうか｡
(4)法テラスとの連携について
相談機関の連携を考える上では,′法テラスに言及しておく必要があろう｡国
民に対する司法のワンストップサービスを実現する目的で,総合法律支援法が
制定され (平成 16年6月2日法律第74号),これに基づいて,日本司法支援
センター,通称 ･法テラスが,平成18年10月より運用を開始している｡法テ
ラスの業務としては,①情報提供業務,②民事法律扶助業務,③犯罪被害者支
援業務,(も司法過疎対策業務,⑤国選弁護関連業務,等が掲げられている (第
30条)28｡この中で,多重債務問題と関連が深いのは,①情報提供業務,②民
事法律扶助業務,(彰司法過疎対策業務であろう｡特に①情報提供業務に関連し
て.多重債務の状態に置かれているが適当な相談窓口を認知していない債務者
が.法テラスに相談を寄せ,その紹介によって,協会を初めとする相談機関に
アクセスするというのが,ひとつの理想である｡
しかし,連用が始まってみると,様々な問題が噴出している｡まず.法テラ
スそのもの利用件数の少なさである｡当初想定されていた件数の4分の1程度
の相談しかなく,十分に浸透していないのが現状である29｡
この要因としては.まず,認知度が高まっていないことが考えられるが,棉
談窓口の紹介を受けたあとの連携の拙さも考慮に入れておく必要があろう｡現
在の運用では,適切な窓口を紹介しても.それによって法テラスから直接相談
機関-の詳細な相談内容の引継ぎやフォローアップを行っているわけではな
く,相談者は,相談機関との交渉や調整を再度-からやり直さなければならな
い｡これは,心理的にも経済的にも追い詰められている相談者にとっては決し
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て低いハードルではない｡業務量が当初の見込みを下回っている現状を考えれ
ば,現在の相談機関の紹介に限らず,仲介斡旋等への業務の拡大も考える余地
があろう｡
相談機関の視点では.相談者の奪い合いという側面もある｡多重債務者の救
済と自らが運営する手続の活用を考えて,多くの相談機関が自己の窓口への誘
導を期待するのは当然であろう｡ただ.これらの相談の受け皿が地域的 ･内容
的に偏在しているという現実がある｡上述のように,協会の場合,東京 ･名古
屋･福岡にのみ常設の窓口がある｡これらの地域の居住者に対しては,常時サー
ビスを提供できるが,これ以外の地域の居住者に提供できるサービスは限られ
ている｡
法テラスの側でも,その点は当然考慮して紹介することになる｡その場合,
相談窓口のある地域では協会に,それ以外の地域では消費生活センターなどに,
といった振り分けも可能なはずだが,同種の機関でも設立主体が異なれば.莱
務内容には差異がある｡例えば,全国にある程度普遍的に存在する消費生活セ
ンターでも,多重債務の相談受付体制はセンターごとにまちまちである｡地域
の受入体制に応じて,最適の機関を紹介してもよいはずだが,運用の効率化の
観点からは紹介先が定型化されるのも致し方ないのであろうか｡現状では,法
テラスの地方事務所に誘導するほか.都道府県レベルでは普遍的に存在し,か
つ.一定レベルの対応が期待できる相談窓口として,弁護士会などを紹介する
ことが多くなっている30｡
以上のように,背景事情の存在は考えられるが,法テラスと協会との連携に
限って言えば,現段階では順調に進んでいるとは言い難い｡相談機関の側でも,
法テラスの運用改善を待つ前に相互の連携や窓口の整備といった対応が欠かせ
ないといえよう｡貸し手においても.協会や法テラスなどの相談窓口の所在を,
利用者に対する貸付の際に必ず周知するといった対応が求められよう｡
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(5)運用の見直しについて
貸金業法.その他の法令の改正によって,協会の実務も大きく影響を受ける
ことは確実である｡完全施行まで問があることから,具体的な議論の進展には
至っていないが.現段階で筆者が想定する問題について,ひとつだけ言及して
おきたい｡
貸金業法等の改正によって,貸金関係の制度が大きく変わることとなった｡
その目玉の一つが,いわゆるグレーゾーン金利の撤廃である｡これが完全施行
されるまでには2年余りあるが,上述のように一部のクレジット･消費者金融
業者などでは,すでにこの流れを先取りして,新規の契約から貸出金利を利息
制限法の定める範囲に収めるようになっている｡これにより,高金利の借入れ
による負債額の増大に歯止めがかかり.多重債務問題の改善に大きく道を開く
ことが期待される｡
だが.協会が実施する債務整理の要領との関係では留意すべき点もある｡現
在の協会の運用では-債務整理を行うに当たって,債務の繰り延べや分割弁済
といった方法は認めているが.元本の減免は行わないのが原則である｡しかし,
約定金利については-利息制限法を越える部分について,これを法定金利まで
引きなおすことになっている｡現在は,これによる圧縮分が債務総額の減少に
大きく寄与している｡
以前より,グレーゾ-ン金利の存在によって問題となる,いわゆる過払いの
利息の扱いについては激しい議論が交わされてきたところであるが,近時の相
次ぐ最高裁判決31により,貸金業法43条の適用に関する厳格な態度が明確に
なった｡現在では,利息制限法に定める利率を超える弁済の過払い分について
は,これを債務者に返還を命ずる流れが定着している｡今回の貸金業法改正に
ち,この流れが大きく影響している｡
過払い問題がクローズアップされる前は,協会の運用は多くの相談チャネル
の中でも秀でている部類に属するものであったOだが,グレーゾーン金利が撤
廃された後は,利息制限法を越える約定金利での貸出そのものができなくなる
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のであるから,これを引きなおして債務総額を減らす方法は,徐々に使える余
地が狭 くなってゆく｡現在の実務の要領を踏襲する限り,債務整理は弁済の繰
り延べと分割払いによるはかなく,相談者が抱える多重債務の状況が劇的に好
転することは望みにくくな･る｡
もちろん,利息制限法を越える高金利での貸付がなくなり,その効果として
多重債務者の総数が減少すれば,相談者の数も減少するはずであるから,相談
機関で対応しなければならない債務者の絶対数は減るであろう｡しかし,法改
正に伴って.協会の債務整理では多重債務の状況に劇的な改善が望めないとい
/
うことになると.これに期待できる部分が減るということであり,別の意味で
問題であると言わざるを得ないOグレーゾーン金利の撤廃によって,多重債務
者が減ることはあっても,ゼロになることは考えられないのである｡
今後は,貸金業法等の改正が完全施行される約2年後に向けて,運用の見直
しが必要になろう｡すなわち,今回の法改正を機会に,現在基本的には行われ
ていない元本や利息制限法の定める枠内にある利息の減免に立ち入った内容も
検討すべき時期ではないか.と筆者は考えるのである｡ただし,協会において
は,貸金業法等の改正に伴う実務の要領の改訂に関して,現在のところ,具体
的な議論は行われていないようである｡
以上,｢改善プログラム｣に示された拠点増設の要請,法テラスなどとの連携,
運用の見直しの必要性等を概観した｡コメントは次章に譲るが,｢改善プログ
ラム｣の内容は,批判的な意見は残っているものの,協会の活動について一定
の評価が与えられていることの証左であり,その実績に基づいての要請である
といえる｡ただ,｢改善プログラム｣では,現状の業務取扱体制をはるかに超
えるレベルのものが期待されており.実現にあたっては,十分な援助 ･連携体
制が必要である｡
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4 むすびにかえて
現時点では,｢改善プログラム｣が策定されて日も浅く,公布から概ね3年
以内を目途とされている貸金業法等の全面施行まで2年余り残っていることも
あり,法改正に応 じた実務の改善についての議論は緒についたばかりである｡
現時点で方向性を見出すのは難しいが,若干のコメントをして総括としたい｡
まず,ここに至って政府において多重債務者対策の重要性が認識されたこと
の重要性である｡多重債務問題は.単なる経済問題や個人の資質に関する問題
の留まらず.社会問題,とりわけ ｢格差｣の問題ともいえるが,それに対応す
る指針が示されたことは率直に歓迎すべきものである｡貸金業法見直しの時期
になって,消費者金融各社の不祥事が明るみに出たり,ヤミ全問題がクローズ
アップされたりしたこLtも,多重債務者保護の方向を後押しした格好になった占
また,｢改善プログラム｣においては,多重債務問題に対処する先進的な事
例が紹介され,これを基に自治体や相談機関に新たな枠組みの構築を求めてい
るが,これも,従来にな.く踏み込んだ内容となっていることに留意すべきであ
るoT.
多重債務者に対するカウンセリングの必要性を認識した上で ｢改善プログラ
ム｣で言及された,協会に対する窓口増設の要請もこれに呼応 したものといえ
よう｡ただし,全国11箇所に設置を要請されているものの,一応各都道府県
に窓口のある法テラスと違い,協会の拠点数が3箇所に留まる現状と ｢改善プ
ログラム｣が掲げる目標とは余りにもかけ離れている｡現状を出発点として具
体的な方策を定めるのは容易ではないが,順次拠点を拡大していくほかないで
あろう｡
協会がカウンセリングを行う意義についても,議論は積み残されたままであ
る｡多重債務者対策本部有識者会議での議論や ｢改善プログラム｣からは,カ
ウンセリング窓口の充実のために,貸し手の責任として,業界が拠出すること
を前提としていることが伺える｡だが.将来について は,有識者会議における
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議論においても,カウンセリングの実施を公的機関と協会の両輪で行うのか,
現在の協会に自治体などが関与する形で一本化するか.といった幾つかの方向
性が垣間見えた｡
とはいえ,当面は短期的な施策に絞って対応せざるを得まい｡｢改善プログ
ラム｣においては,増設の要請と自治体などからの相談案件の誘導等について
言及はされているものの,多くの自治体では多重債務問題に対する対応そのも
のが始まったばかりである｡一定の枠組みは示されたが,支援のためには,第
一段階として国による研修や予算措置の拡充が必要となろう｡
以上のほか,本稿で十分に取り上げることができなかった論点として,カウ
､ンセリングと法的整理との分担のあり方や,カウンセリングとセーフティネッ
ト貸出との連携のあり方などがあるが,これらの点については稿を改めて検討
したい｡いずれにせよ,多重債務者対策についての方向性が固まってきた硯各
施策のうち可能な部分から迅速に着手していくことが必要であり,早急な対応
が期待される｡
提出年月日:2007年9月18日
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注1 多重債務者対策本部に.ついての概要及び関連資料は.首相官邸ホームページ < http:/
www.kantei.go.Jp/JP/singi/saimu>を参照.対策本部に設けられている有識者会言削ま.｢多
重債務問題の解決に向けた方策について (有識者会議における意見取りまとめ)｣(平成19
年4月9日)を公表し,これを受けて,多重債務者対策本部 ｢多重債務問題改善プログラム｣
(平成19年4月20日)が決定されている｡なお,改善プログラムの概要についての解説として,
宇都宮健児 ｢多重債務問題改善プログラムの策定について｣消費者法ニュース72号82頁 (平
成19年)を挙げておく｡
2 ｢改善プログラム｣前掲注1･2頁
3 同 ･2頁｡部署の具体例として,生活保護を担当する福祉事務所.家庭内暴力 ･児童虐待,
公営住宅料金徴収の担当部署等を示している｡
4 同･3頁｡ここでは. - イ 相談窓口が整備されている市町村 (多重債務問題に対して.
消費生活センター又は消費者問題の相談窓口を常設し,かつ多重債務間蓮も扱う消費者相談
の専任者を置いて対応Lしている市町村),ロ イに該当する市町村以外の.消費生活センタ-
を設置している市.又は,地域で中核的な役割を果たしている人口規模の大きい市.ハ こ
れ以外の市町村- に分類し,イ ･ロにおいては,｢丁寧な事情の聴取や具体的な解決方法
の検討 ･助言が出来るよう,相談体制 ･内容の充実を要請するO｣とし,ハにおいては,｢多
重債務者を発見した場合には,都道府県など他の自治体やカウンセリング主体-の適切な紹
介 ･誘導を行うよう要請する｡｣としている｡
5 同 ･3-4頁｡
6 同 ･4頁｡
7 盛岡市市民部消費生活センター｢r多重債務に強いまち｣を目指して｣(平成19年7月12日)
を参照｡
8 自殺対策 ･多重債務救済の ｢奄美モデル｣について,頑久孝一 ｢自殺対策の鍵を握るのは
行政である｣<http./www.1ifelink.or.jp/hP/Library/amami,pdf> (平成18年)を参照O _
9 消費者金融大手4社の中では,平成19年8月までに.アコムおよびアイフルが,新規契約
に限り,約定金利を利息制限法の限度内に引き下げている｡
10 日本経済新聞｢消費者金融.融資の成約半数以下｣平成19年5月18日1面なと■参照Oこれは,
ヤミ金の勢力拡大の助長と並び,上限金利引下げに反対する理由とされた｡例えば,石井恒
男 ｢貸金業制度改革の方向と影響について- 貸金業協会の考え方｣ジュリス ト1319号22
頁 (平成18年)など｡
l ｢改善プログラム｣前掲注1･7頁O｢日本版グラミン銀行｣モデルの構築を提言している0
12 岩手県消費者信用生活協同組合は,昭和44年設立認可をうけ.平成元年から｢スイッチロー
ン｣(消費者救済資金貸付制度)を実施している｡銀行などから融資を受けられない債務者
に対して,資金を融資して.生活の改善に充てることを目的としている｡これには.自治体
や弁護士会.地元の金融機関もこれに協力している｡詳細は,信用生協ホームページ*参照｡
13 ｢改善プログラム｣前掲注1･7頁｡
14 本稿執筆に当たって,協会に対して聞き取り調査を実施し,多くの示唆に富む情報を得た｡
心から謝意を表するものである｡本章はこの聞き取りによるところが大きいが,特記ない限
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り.見解に渡る部分は筆者自身の見解であることをお断りしておく｡
15 協会についての論稿として,坂本信三 ｢(財)日本クレジ ノトカウンセリング協会における
現状と課題｣ジュリス ト1207号95頁(平成13年)を挙げておくoまた筆者が以前に公表 した.
富永文雄 ｢ADRとしてのクレジットカウンセリングー財団法人日本クレジットカウンセリ
ング協会を例として-｣クレシット研究29号144頁 (平成15年)も参照のこと｡
16 詳細は.坂本 ･前掲注15･98-99頁参照O賛助会員については,財団法人日本クレジッ
トカウンセリング協会ホ-ムページ ｢賛助会員｣<http/wwwJcca-forJp/Index_16.html>
の一覧を参照のこと｡このほか,日本自転車振興会の公益事業補助金を受けている｡
17 詳細は,財団法人日本クレジ ノトカウンセリング協会 ｢多重債務Q&A [三訂版]｣(平成
19年)132-135頁を参照｡
18 カウンセリングの詳細は,坂本 ･前掲注15･95-98頁参照｡
19 財団法人日本クレジットカウンセリング協会 ｢多重債務者のためのクレジットカウンセリ
ングこの一年間- 平成18年度のカウンセl)ング活動｣(平成19年5月8日)1頁 ･第1回.
第2区は り｡協会は,このほか平成18年度は仙台市と熊本市で ｢多重債務者のための法律 ･
家計相談会｣を開催 している｡同 114頁｡
20 同 ･5頁 ･第9表より (複数回答)｡なおこの統計に関 して,｢平成18年度より質問表と集
計分類を変更 したため,上記の統計値は従前の統計とは連続性を欠いている｣との注記があ
る｡
21 司法統計年報によれば,自然人の自己破産新受事件数については.平成15年をピークに
ー減少傾向にあり,平成18年には約16万6千件にまで減少 している｡この傾向をどう考える
かであるが.景気の上向きや多重債務者対策の進展などが要因として挙げられよう｡また.
大都市圏に見られる傾向として,弁護士広告の規制が大幅に緩和されたことにより,多重債
務問題を専門に扱う法律事務所をPRする手段が増え,相談できるチャネルが増加 ･多様化
していることにも注目すべきであろう｡
22 ｢改善プログラム｣前掲注1･5頁｡
23 金融庁総務企画局 ｢第3回多重債務者対策本部有識者会議 〔議事録〕｣(平成19年2月22日)
17貢 〔山出発言〕｡
24 同 ･18頁 〔境 (日本司法書士会連合会理事)発言〕は,協会が業者寄 りであると問題視
する意見があることを指摘 しつつも ｢-やはり既存の機関を活用 していくということで,お
そらくそれを活用 していくことになりますから,今のところは弁護士さんがカウンセラーと
いうか,相談員に入っておりますので.私どもの方もよその地域でも対応できるように,そ
ういったものにも積極的に対応 し,単に業者の-機関というものではなくて,きちんとした
ものになるように積極的に対応 してい くことも考えております｡｣と述べて.司法書士会 と
して積極的に協力 したい意向を明らかにした｡
25 金融庁総務企画局 ｢第6回多重債務者対策本部有識者会議 〔議事録〕｣(平成19年4月6日)
16頁 〔本多発言〕｡このほかの反対理由として,｢庭草の割には,そんなに相談件数も多 く
はできていなくて,実効性が少ないという指摘もあった｣という理由を挙げている｡この負
については他に,本多良男 ｢多重債務者対策本部第6回有識者会議への提言･意見･質問｣(辛
成19年4月6日)〔有識者会議資料6-3〕参照｡なお,この発言は,協会が今後窓口を拡大す
る過程で,相談体制の中立性を維持できるかを危倶 したものだが,弁護士が関与 している現
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在の協会の相談体制について中立性を必ずしも否定したものではないことには,留意すべき
である｡
26 同･22頁 〔須田発言〕は,多重債務問題に関する ｢原因者負担｣を強調すべきとして.｢･
全てとは言わないけれども,その 〔筆者注 ･責任の〕一端があるわけですから,そのコスト
負担という意味でも,業界に対する要求というのは,きちんと盛り込むべきではないか｡そJ
の延長線上に立てば,カウンセリング協会の必要性,必然性というのも正しく理解していた
だけるのではないかと思いますo｣と述べている.これに同調する意見 (同 126-27頁 〔高
橋発言〕)の中でも.窓口が不足 している現状を指摘しつつ,増設に賛成している｡
27 最終的な提言の趣旨については,｢改善プログラム｣前掲注1･5頁のほか.多重債務者対
策本部事務局提出資料 ｢多重債務問題の解決に向けた論点メモ (事務局案)｣(平成19年3月
2日)〔有識者会議資料4-2〕2頁も参照｡
28 その他,概要については,日本司法支援センター ｢法テラスとは?｣<http./www.
houterasu.or.Jp/about.html>を参照｡
29 日本司法支援センター ｢法テラス コールセンターの受電状況<平成19年8月>｣1(2)
によると,平成19年8月31日までの電話 .メール受付件数は.業務開始から約11ケ月で21
万9599件であり.年間では,当初想定されていた件数,約100万件 (日弁連新聞393号 (辛
成18年)による)の4分の1程度にとどまることになろう｡
30 同･2(3)によれば,紹介相談機関は,自身の地方事務所 (354%,但し ｢主に法律扶助関係｣
との注記がある)のほか.弁護士会 (226%),司法書士会 (9,7%)が多く,消費生活センタ-
を含む自治体は,10%を超える程度と見るべきである｡なお.統計数字に表れていないのが,
協会は1%未満と推定されるo多様な相談を受け入れる体制にある機関が.優先的に紹介さ
れていることが伺われる｡なお.同･2(1)によれば,相談内容に占める ｢金銭の借り入れ｣
の割合は,全体の2164%である｡
31 例えば,暴利平成11年1月21日民集53巻1号98頁,帝判平成16年2月20日民集58巻2号
475頁などがあったが,最判平成18年1月13日民集60巻1号1頁,最判平成18年1月24日
民集60巻1号319頁等によって,この流れは-層顕著になった｡本論点の最高裁判決の流れ
を論 じたものとして,小野秀誠 ｢貸金業にまつわる最近の最高裁判例の法理｣ジュリス ト
1319号26頁 (平成18年)を挙げておく｡
*注12で掲げた信用生協ホームページのURLは,脱稿後,平成19年9月27日より<http:/
www.lWate-Cfc.orjp>に変更された｡
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